
平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 12年 10月 31日

上  場  会  社  名       株式会社日立物流 上場取引所 東

コード番号       9086 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 社長室 広報担当部長 東京都

　　　　　氏　　    名　　　　　　　　　　　　　　重田　　二郎 TEL (03) 5634 - 0307
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 10月 31日

親会社名　　   株式会社日立製作所　 （コード番号：　6501） 親会社における当社の株式保有比率：　60.2　％

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）

(1)連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 138,939 - 5,138 - 3,811 -
11年 9月中間期 - - - - - -
12年 3月期 266,112 9,405 4,654

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

12年 9月中間期 1,164 - 10.41 9.66
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 2,808 25.12 24.25
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期75 百万円   11年 9月中間期       -        百万円   12年 3月期120 百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益 102 百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 270,740 113,264 41.8 1,013.31
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 269,181 113,511 42.2 1,015.54

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

12年 9月中間期 1,132 △ 1,250 △ 1,550 50,386
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 10,961 1,692 △ 3,702 52,002

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  43　社   持分法適用関連会社数　7　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）2　社  （除外）2　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 280,000 7,000 3,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   26 円 84 銭 

当 期 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 経　常　利　益

投資活動による
キャッシュ・フロー

営業活動による
キャッシュ・フロー 期　末　残　高

現金及び現金同等物財務活動による
キャッシュ・フロー

経　常　利　益営　業　利　益売    上    高

１株当たり株主資本株主資本比率

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

 ( 当 期 ） 純 利 益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期）純利益
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子会社子会社子会社子会社
　　　　　　　　.

　

関連会社関連会社関連会社関連会社

                Hitachi Express Singapore Pte. Ltd.

     Hitachi Transport System (Malaysia) Sdn.Bhd.

    Hitachi Transport System (Thailand),Ltd.

    Manila International Freight Forwarders,Inc.

　　上海遠新国際運輸有限公司

　　湖北滸新国際儲運有限公司

子会社子会社子会社子会社

関連会社関連会社関連会社関連会社

企 業 集 団 の 状 況

    親会社親会社親会社親会社
㈱     日     立     製     作     所

    親会社の子会社親会社の子会社親会社の子会社親会社の子会社

    日立建機㈱　    日立金属㈱
    ﾊﾞﾌﾞｺｯｸ日立㈱　   ㈱日立ﾒﾃﾞｨｺ　他

関 連 当 事 者 以 外 の 顧 客

設備の購入

モノレールによる旅客輸送、

旅行代理店業

(旅客サービス事業)

自動車運送、

構内物流､倉庫管理

(国内物流事業)

通関業務、

港湾運送、

海外現地作業

(国際物流事業)

子会社子会社子会社子会社

        東京ﾓﾉﾚｰﾙ㈱

㈱日立ﾄﾗﾍﾞﾙﾋﾞｭｰﾛｰ

㈱ﾓﾉﾚｰﾙ･ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ

ﾓﾉﾚｰﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱

ﾓﾉﾚｰﾙｻｰﾋﾞｽ㈱

㈱ｴｲﾁﾃｨｰﾋﾞｰｻｰﾋﾞｽ

Sunrise Air Service,Inc.

子会社子会社子会社子会社

日立物流ｿﾌﾄｳｪｱ㈱

㈱日立ｵｰﾄｻｰﾋﾞｽ

日立自動車整備㈱

自動車運送､構内物流､倉庫管理

日立千葉ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱

東日本日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

茨　城日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

北関東日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

東関東日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

西関東日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

京　葉日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

京　浜日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

神奈川日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

中　部日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

関　西日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

東中国日立物流ｻ^ﾋﾞｽ㈱

西中国日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

九　州日立物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

㈱ユニーク

㈱サンワーク

周南物流ｻｰﾋﾞｽ㈱

日新運輸㈱

東西運輸㈱

エイチビーエアサービス㈱

ニッシントランスコンソリデーター㈱
㈱アイ・イー・シー

Hitachi Transport System (America),Ltd.
Hitachi Transport System (Europe) Gmbh

Hitachi Systeme de Transport (France) Sarl.
Hitachi Transport Systeem (Nederland) B.V.

Sunrise Integrated Services(Malaysia) Sdn.Bhd.
日港實業有限公司
上海雷日咨詢有限公司
日立物流（上海）有限公司

Hitachi Transport System (Asia)Pte.Ltd.
Hitachi Transport System (UK)Ltd.

Hitachi Sistema de Transporte Mexico S.A. de C.V.

Kabinburi Logistics Center ,Ltd.

　　　内 連結子会社
               (43社)
　　　内 持分法適用会社
               ( 7社)

㈱　　　日　　　立　　　物　　　流㈱　　　日　　　立　　　物　　　流㈱　　　日　　　立　　　物　　　流㈱　　　日　　　立　　　物　　　流

旅行代理店業 通関業務､港湾運送､海外現地作業 ソフトウェアの開発､自動車整備･販売、
不動産賃貸

　ソフトウェアの開発、

不動産賃貸、自動車整備・

販売､自動車教習、建設業

(そ の 他 事 業)

〈   顧  客   〉
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経経経経            営営営営            方方方方            針針針針

１．経営の基本方針

当社は、「良質なサービスを通じて豊かな社会づくりに貢献すること」を経営理念としております。生

産と消費をつなぐ重要な機能を果たす物流業界にあって、当社は当社グループの総力を結集しつつ、常

に真心のこもったサービスを提供するとともに、豊かな創造力、革新的な技術力、そして高度な情報力

を発揮して社会の発展に貢献することを目指します。また、本年創業５０周年を迎え、株主、顧客、取

引先、従業員などの信頼と期待に応えるべく、常に世界的且つ長期的視野に立ち、業界のリーディング

カンパニーとなるために、たゆまぬ努力を重ね、サービスの更なる深化と進化を目指します。

２．利益配分に関する基本方針

当社は、中・長期の事業計画に基づいた将来の事業展開及び経営環境を考慮し、内部留保の充実によ

る企業体質の強化を図りながら、安定的な配当を念頭に財政状態、利益水準及び配当性向等を総合的に

勘案して実施することを基本方針としております。内部留保資金につきましては、国際物流ネットワー

クの拡充やＩＴ関連投資など、規制緩和を背景とした大競争時代を乗り切るべく、企業体質及び事業基

盤強化のための原資として充当していく予定であります。

尚、中間配当につきましては、１０月３１日開催の取締役会におきまして１株につき５円とすること

を決議いたしました。

３．中期的な経営戦略

経営の基本戦略として、受注拡大、グローバルネットワークの拡充及びグループ経営の強化を目標と

しており、これらを達成するため次の諸施策を果敢に実行していく所存であります。

まず、顧客の物流を支援する「ロジスティクス ソリューション ビジネス」の提案力を高め、成長分

野の顧客に積極的な営業を展開し、新規顧客の開拓に努めます。また、重量・機工技術力を活用して新

成長分野である都市交通インフラ、新エネルギー分野などの物流に取り組むとともに、環境リサイクル

分野の受注拡大を図ります。さらに、グローバル ロジスティクス パートナーとしての地歩を固め、輸

出入物流、三国間物流の拡大を促進してまいります。

本年４月には営業力強化のために国内営業組織の統廃合を行うとともに、陸運関連会社の再編成を行

い作業力強化を図りました。更には福山通運㈱との提携強化を図り、新しい時代に向けてネットワーク

の強化に努めてまいります。これらを推進することによりローコスト且つ良質なサービス体制を確立し、

収益の確保に努めます。

４．関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針

当社は日立グループの一員として、物流業務、経営情報の交換、人材の交流等について、親会社であ

る㈱日立製作所及びそのグループ各社と密接な協力関係にあります。ロジスティクスは㈱日立製作所が

強化するサービス事業の柱と位置付けられており、それを担当する当社は、日立グループが推進するソ

リューションビジネスと連携して広く各業界全体に目を向け、受注拡大に努め、業績の向上を図ります。

５．その他

退職給付会計基準適用に伴う会計基準変更時差異（連結で３６億４千５百万円）を当中間期に一括償

却いたしました。
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経経経経            営営営営            成成成成            績績績績

１．当中間期の概況

当中間期における我国経済は、公共投資に支えられた景気回復から、情報技術（ＩＴ）関連の設備投

資がリードする自律的回復に移行し、緩やかな好転を続けました。

物流業界におきましては、国内貨物輸送量が生産関連貨物を中心に回復し、先行きに明るさが期待で

きる状況となりました。その一方、業者間の競争は、お客様のサプライチェーン マネジメント（ＳＣＭ）

展開による在庫圧縮、価格の過当競争などもあり、一層熾烈化いたしました。

このような状況に対処するため、当社は、新しい市場ニーズの的確な把握とシステム物流（３ＰＬ）

の営業強化を目的として本年４月ロジスティクス ソリューション統括本部を、首都圏の営業強化を目的

に首都圏統括営業本部を新設いたしました。また、国内陸運関連会社を再編するなど、当社グループ全

体の競争力強化と収益確保に努めました。

この結果、当中間期の連結営業収入は１,３８９億３千９百万円となりました｡ 利益面では、連結営業

利益は５１億３千８百万円、連結経常利益は会計制度変更に伴う過去勤務費用掛金相当額の営業外費用

減もあり３８億１千１百万円、連結中間純利益は退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異３６億４

千５百万円を当中間期に一括償却いたしましたが、土地売却益３３億１千６百万円の計上もあり１１億

６千４百万円と期初の計画値を上回る成績を収めることができました。

当中間期の主なセグメント別の営業状況は以下の通りです。

国内物流事業は、システム物流（３ＰＬ）の拡販に取り組み、流通、医療・医薬品分野で新規顧客を

獲得することができました。これらの対応で埼玉北物流センター等を開設いたしました。また、東京電

力㈱常陸那珂火力発電所納め機器等水切り輸送作業などの大口作業を実施したほか、顧客工場構内にお

ける物流業務については、物流合理化、省力化設備を導入してお客様のニーズに応え、受注拡大に努め

ました。当事業の営業収入は８３４億３千２百万円、営業利益は４９億４千万円となりました｡

国際物流事業は、航空貨物輸送が引き続き好調であったほか、本年７月上海に現地法人を設立、また

アメリカ現地法人がロサンゼルスに物流センターを開設するなど、グローバル ネットワークの拡充に努

め、受注の拡大を図りました。大口作業としては、サウジアラビア向け変圧器等の海上輸送作業などを

実施いたしました。当事業の営業収入は３０９億８千万円、営業利益は７億４百万円となりました。

旅客サービス事業は、羽田空港利用のモノレール乗客数が他の交通機関との競合もあり減少したこと

などにより、営業収入が減少しました。当事業の営業収入は１６４億２千３百万円、営業利益は１８億

３千４百万円となりました｡

また、その他事業は、情報システム分野において顧客のＩＴ投資やソリューション ビジネスの拡大な

どにより、堅調に推移しました。当事業の営業収入は８１億４百万円、営業利益は１億９千７百万円と

なりました｡

２．通期の見通し

今後の我国経済は、ＩＴ関連投資の増加が設備投資を牽引し、緩やかな景気回復を続けるものと予測

されます。しかしながら、アメリカやアジア経済の景気減速の懸念、原油価格の上昇など不安材料もあ

り、本格的な景気回復は依然不透明な状況にあります。当社は、システム物流（３ＰＬ）を更に深化さ

せたロジスティクス ソリューション ビジネス（営業・ＩＴ・物流技術を一体化させた事業）をコア コ

ンピタンスと位置付け、物流最適化を支援する「企業物流のエキスパート」として、受注拡大に注力し

てまいります。通期の連結営業収入は前期比５.２％増の２,８００億円、連結経常利益は前期比５０.４％

増の７０億円、連結当期純利益は前期比６.８％増の３０億円を予想しております。
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中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表

                                                                                  　　　（単位：百万円）

平成１２年９月中間期末

（平成12年9月30日現在）

平成１２年３月期末

（平成12年3月31日現在）

　　　　　　　期　別

　科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比

【資　産　の　部】

  流　動　資　産 　　    １２１,９３６

　　　　％

  ４５.１ 　　    １１９,８３２

　　　　％

  ４４.５
　  現　金　及　び　預　金
　  受取手形及び営業未収入金
　  有     価     証    券
　  短   期   貸   付   金
　  そ        の        他
　  貸   倒   引   当   金

  固　 定　 資　 産

　　      ２６,８９１
　　      ５６,２３２
　　      １９,２５７
　　　    １３,７０５
　　　　　　６,２８７
　　　　　 　△４３６

　　　  １４８,８０４   ５４.９

　　　    ２３,８９３
          ５２,７９４
　　　    ３８,０８４
　　　             ―
　　　　    ５,４５５
　　　　　   △３９４

　　    １４８,３７４   ５５.１

   有　形　固　定　資　産 　　　  １２６,５０９   ４６.７ 　　    １２７,９６１   ４７.５
　  建 物  及び  構 築 物
　  土　　　　　　　　　地
　  そ　　　　の　　　　他

   無　形　固　定　資　産

　　　    ８９,７３７
　　　　  ２１,５２７
　　　　  １５,２４５

　　　　　  １,７１２     ０.６

　　　    ９０,８５０
　　　    ２１,５２６
　　　　  １５,５８５

　　　　    １,４６９     ０.６

   投資その他の資産 　　　    ２０,５８３        ７.６ 　　　    １８,９４４        ７.０

   為替換算調整勘定                    ―        ―                ９７５     ０.４

　 資　  産　  合　  計 　　    ２７０,７４０ １００.０ 　   　 ２６９,１８１ １００.０

【負　債　の　部】

  流　動　負　債 　　　    ４６,０８９

　

  １７.０ 　　　    ４３,７２８   １６.２
　  支払手形及び営業未払金
　  短   期   借   入   金
　  そ        の        他

　  固　定　負　債

　　　　  １８,３８３
　　　      ４,２０８
　　　    ２３,４９８

　　    １１１,１０５   ４１.１

　　　    １７,３８２
　　　      ４,０５８
　　　    ２２,２８８

　　    １１１,５７９   ４１.５
　  社　　　　　　　　 債
　  転　  換　  社　  債
　  退  職  金  引  当  金
　  退 職 給 付 引 当 金
　  役 員 退 職 慰 労 引 当 金
　  長   期   未   払   金
　  そ        の        他

　　　    １０,０００
　　　   　 ８,３０５
　　　             ―
　　　    ３１,３９８
　　　      １,４６７
　　　　  ５７,１６９
　　　　　  ２,７６６

　　　    １０,０００
　　　　    ８,３０５
          ３２,３４２
                   ―
                   ―
          ５８,１８１
            ２,７５１

　 負　  債　  合　  計 　　　  １５７,１９４   ５８.１ 　　    １５５,３０７   ５７.７

【少 数 株 主 持 分】

　  少  数  株  主  持  分 　　　　　　   ２８２     ０.１ 　　           ３６３     ０.１

【資 本 の 部】
　資         本         金
　資   本   準   備   金
　連   結   剰   余   金
　そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額
　為 替 換 算 調 整 勘 定
　自    己    株    式

　　　    １６,８０３
　　　    １３,４２５
　　　    ８３,４６４
　　　         ４８３
　　　       △９１０
　　　           △１

    ６.２
    ４.９
  ３０.８
    ０.２
  △０.３
  △０.０

　　　    １６,８０３
　　 　   １３,４２５
          ８３,２８５
                   ―
                   ―
　　　           △２

    ６.２
    ５.０
  ３１.０
       ―
       ―
  △０.０

　 資　  本　  合　  計 　　　  １１３,２６４   ４１.８ 　　    １１３,５１１   ４２.２

　　 負債、少数株主持分
　　 及 び 資 本 合 計 　　    ２７０,７４０ １００.０ 　　    ２６９,１８１ １００.０
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中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書

                                                                    　　        　  　（単位：百万円）

平成１２年９月中間期
自 平成 12 年 4月  1 日
至 平成 12 年 9月 30 日

平成１２年３月期
自 平成 11 年 4月  1 日
至 平成 12 年 3月 31 日

　　　　　　　     期　別

 

　科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比

   営     業     収     入

   営     業     原     価

     営  業  総  利  益

   販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

     営   業   利   益

   営   業   外   収   益

      （受   取   利   息）

       (受 取 配 当 金)
      (持 分 法 に よ る 投 資 利 益)

      （そ        の        他）

   営   業   外   費   用

     （支  払  利  息）
      （過 去 勤 務 費 用 掛 金）

      （そ     の     他）
     経    常    利    益

   特     別     利     益

      （固 定 資 産 売 却 益）

   特　   別　   損　   失

　     (固 定 資 産 除 却 損)

　    (退職給付会計基準変更時差異)

　     (そ     の      他)

   税金等調整前中間(当期)純利益

   法人税、住民税及び事業税

   法 人 税 等 調 整 額
   少  数  株  主  利  益
   中 間  (当 期) 純 利 益

     １３８,９３９

     １２７,１９３

　　　 １１,７４６

       　６,６０８

         ５,１３８

            ４９０

       （   １４０）

       （     ２１）

       （     ７５）

       （   ２５４）

         １,８１７

       （１,７０１）

       （       ―）

       （   １１６）

         ３,８１１

         ３,３１８

       （３,３１８）

         ４,９５６

       （   １１１）

       （３,６４５）

       （１,２００）

         ２,１７３

         １,０８５

       　   △８９

        　    １３

       　１,１６４

　　　　 ％

１００.０

  ９１.５

    ８.５

    ４.８

    ３.７

    ０.３

    １.３

    ２.７

    ２.４

    ３.５

      １.６

     ０.８

    △０.０

      ０.０

      ０.８

     ２６６,１１２

     ２４３,７８５

       ２２,３２７

       １２,９２２

         ９,４０５

         １,０７６

        （  ２８１）

        （    ３６）

        （  １２０）

        （  ６３９）

         ５,８２７

       （３,４６７）

       （２,１３４）

       （   ２２６）

         ４,６５４

         １,０１５

       （１,０１５）

            ２２４

        （  ２２４）

        （      ―）

        （      ―）

         ５,４４５

         ３,０７９

          △４６４

              ２２

         ２,８０８

　　　　％

１００.０

  ９１.６

    ８.４

    ４.９

    ３.５

    ０.４

    ２.２

    １.７

    ０.４

      ０.１

      ２.０

      １.１

   △０.２

     ０.０

      １.１

( ） ( )
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中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    剰剰剰剰    余余余余    金金金金    計計計計    算算算算    書書書書

（単位：百万円）
          期　別 平成 12 年 9月中間期 平成 12 年 3月期

自 平成 12 年 4月 1 日 自 平成 11 年 4月 1 日
至 平成 12 年 9月 30 日 至 平成 12 年 3月 31 日

  科　目 金　　　額 金　　　額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高     ８３,２８５      ６８,６１３

             －      １１,６８６過年度税効果調整額                ８３,２８５      ８０,２９９

連 結 剰 余 金 増 加 高

連結子会社増加に

　　　伴う剰余金増加高

             －        １,１５９

持分法適用会社増加に

　　　伴う剰余金増加高

             －               －           ３２８

      

       １,４８７

連 結 剰 余 金 減 少 高

配 当 金          ７２７         １,００６

取 締 役 賞 与 金          ２５８           ９８５           ３０３

       １,１６４

       １,３０９

       ２,８０８中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

連 結 剰 余 金 期 末 残 高      ８３,４６４

   

     ８３,２８５

（ ） （ ）
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中中中中    間間間間    連連連連    結結結結    キキキキ    ャャャャ    ッッッッ    シシシシ    ュュュュ    ・・・・    フフフフ    ロロロロ    ーーーー    計計計計    算算算算    書書書書

（単位：百万円）

科　　　　　　目
平成 12 年 9月中間期
自 平成 12 年 4月 31 日
至 平成 12 年 9月 30 日

平成 12 年 3月期
自 平成 11 年 4月 31 日
至 平成 12 年 3月 31 日

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益           ２,１７３     ５,４４５
減 価 償 却 費           ３,９７３     ９,２７０
有 形 固 定 資 産 売 却 益         △３,３１８                 －
退 職 金 引 当 金 の 減 少 額       △３２,３４２      △９６１
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額         ３１,３９８            －
役 員 退 職 慰 労 金 の 増 加 額           １,４６７                 －
そ の 他 引 当 金 の 増 減 額                ８８      △１７１
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金            △１６１      △３１７
支 払 利 息           １,７０１     ３,４６７
売 上 債 権 の 増 減 額         △３,４４８     １,４５５
た な 卸 資 産 の 増 減 額              △６６        ２２９
仕 入 債 務 の 増 加 額           １,０３８     １,０２３
役 員 賞 与 の 支 払 額            △２６０      △３０３
そ の 他 資 産 及 び 負 債 の 増 減 額           １,６９８      △７８９
そ の 他              △７６      △９１１

小　　　　　　　計           ３,８６５   １７,４３７
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額              ２３３        ４２４
利 息 の 支 払 額         △１,６９９   △３,４７８
法 人 税 等 の 支 払 額         △１,２６７   △３,４２２
営業活動によるキャッシュ・フロー           １,１３２   １０,９６１

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出         △１,０００                 －
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出         △１,４２２   △１,０６０
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入           １,１０６     ８,１８７
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出         △２,９９９   △６,４２７
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入           ３,５２１     １,８６７
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出            △３１２        △７７
そ の 他            △１４４      △７９８
投資活動によるキャッシュ・フロー         △１,２５０     １,６９２

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 の 純 増 減 額              ２９９      △２２３
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出            △１５４      △５９５
長 期 未 払 金 の 返 済 に よ る 支 出            △９６５   △１,８６９
配 当 金 の 支 払 額            △７２７   △１,００６
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額                △４        △１１
そ の 他                  １            ２
財務活動によるキャッシュ・フロー         △１,５５０   △３,７０２

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                ５２      △１５２
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額         △１,６１６     ８,７９９
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高         ５２,００２   ４２,０６３
Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額                  －     １,１４０

Ⅷ．現金及び現金同等物の期末残高         ５０,３８６   ５２,００２

( )( )
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　＜中間財務諸表作成の基本となる事項＞

　　１．連結の範囲に関する事項
　　　　連 結 子 会 社 数　　４３社
　　　　合併による除外　　：２社……つくば物流サービス㈱、あおば物流サービス㈱
　　　　新規設立による増加：２社……ニッシントランスコンソリデーター㈱、日立物流(上海)有限公司

　　２．持分法の適用に関する事項
　　　　関連会社７社に対する投資については持分法を適用しております。
　　　　当中間連結会計期間における異動はありません。

　　３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
　　　　連結子会社のうち、上海雷日咨詢有限公司、Hitachi Sistema de Transporte Mexico.S.A.de.C.V、
　　　　日立物流(上海)有限公司の中間決算日は６月３０日であります。
　　　　中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用しております。

　　４．会計処理基準に関する事項
　　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　① 有価証券
　　　　　　満期保有目的債券…償却原価法
　　　　　　その他有価証券
　　　　　　　時価のあるもの…中間決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により
　　　　　　　　　　　　　　　処理し、売却原価は移動平均法に基づき算出しております）
　　　　　　　時価のないもの…移動平均法に基づく原価法
　　　　② デリバティブ
　　　　　　　　…………………時価法
　　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　　　①有形固定資産
　　　　　　　　不動産賃貸事業用資産………定額法
　　　　　　　　建物(建物附属設備を除く)…定額法
　　　　　　　　　平成 10 年 4 月 1 日前に取得した建物(建物附属設備を除く)の減価償却の方法について、
　　　　　　　　　従来は定率法を採用しておりましたが、当期から定額法に変更しております。これに伴
　　　　　　　　　い、従来の方法によった場合に比べ、減価償却費は、396 百万円減少し、営業利益、経常
　　　　　　　　　利益及び税金等調整前中間純利益はそれぞれ 396 百万円増加しております。
　　　　　　　　モノレール事業の構築物………定額法
　　　　　　　　その他有形固定資産……………定率法
　　　　　　②無形固定資産……定額法
　　（３）重要な引当金の計上基準
　　　　① 退職給付引当金
　　　　　　従業員の退職給付に備える為、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
　　　　　　に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　　　　　　なお、会計基準変更時差異（3,645 百万円）については、当中間連結会計期間に一括費用処理し
　　　　　　ております。
　　　　② 役員退職慰労引当金
　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づき中間期末要支給額を計上しております。
　　　　　　なお、平成 12 年 3 月期については退職金引当金に含めて表示しております。
　　　　　　　　　平成 12 年 3 月期の役員分引当額 　1,567 百万円
　　　　③ 貸倒引当金
　　　　　　一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
　　　　　　能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　（４）重要なリース取引の処理方法
　　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
　　　　　　いては、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっております。



9

　　（５）消費税等の会計処理
　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　　５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　　　　中間連結キャッシュ・フローにおける資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し
　　　　　可能な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、
　　　　　かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

　＜追 加 情 報＞

　　１．退職給付会計
　　　　　当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意
　　　　　見書」（企業会計審議会　平成１０年６月１６日））を適用しております。

　　２．金融商品会計
　　　　　当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意
　　　　　見書」（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価の方法について
　　　　　変更しております。また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債
　　　　　券及びその他有価証券に含まれている債券のうち１年以内に満期の到来するものは流動資産の有
　　　　　価証券として、それら以外は投資有価証券として表示しております。

　　３．外貨建取引等会計基準
　　　　　当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に
　　　　　関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１０月２２日））を適用しております。

　＜注 記 事 項＞
（中間連結貸借対照表関係）

１.
２.
３.
４.

有形固定資産の減価償却累計額
受取手形裏書譲渡高
保　証　債　務
中間連結会計期間末日に決済が行われ
たものとして処理した期末日満期手形
　　受取手形
　　裏書譲渡手形

（平成 12 年 9月中間期末）
９６,３８３百万円

４１百万円
４１百万円

４２４百万円
８百万円

   （平成 12 年 3月期末）
９４,３９７百万円

２８百万円
５７百万円

　　　　　　　　－
　　　　　　　　－

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
    １．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
      （平成１２年９月３０日現在）
      

  現金及び預金   ２６,８９１ 百万円
  有価証券   １９,２５７
  短期貸付金   １３,７０５
  償還期間が３ヶ月を超える債券等   △９,４６７
  現金及び現金同等物   ５０,３８６
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（リース取引関係）
　　１．借手側
　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
（平成 12 年 9 月中間期） （平成 12 年 3 月期）

取 得 価 額 相 当 額 ６,４０５百万円 ８,９５９百万円
減価償却累計額相当額 ３,３３８百万円 ５,７２５百万円

期 末 残 高 相 当 額 ３,０６７百万円 ３,２３４百万円
　　　　　※上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」であります。

　　　　②未経過リース料期末残高相当額
（平成 12 年 9 月中間期） （平成 12 年 3 月期）

１ 年 以 内 ９２８百万円 １,０６９百万円
１ 年 超 ２,２３５百万円 ２,２８４百万円

合 計 ３,１６３百万円 ３,３５３百万円

　　　　③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
（平成 12 年 9 月中間期） （平成 12 年 3 月期）

支 払 リ ー ス 料 ６４１百万円 １,９２２百万円
減 価 償 却 費 相 当 額 ５７７百万円 １,５７８百万円
支 払 利 息 相 当 額 ４２百万円 １２９百万円

　　　　④減価償却費相当額の算定方法
 　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
 
 
 
　　　　⑤利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配
分方法については、利息法によっております。

　　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料
（平成 12 年 9 月中間期） （平成 12 年 3 月期）

１ 年 以 内 １８６百万円 １５６百万円
１ 年 超 １,４７２百万円 １,４７１百万円

合 計 １,６５８百万円 １,６２７百万円
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　　２．貸手側
　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　　①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高
（平成 12 年 9 月中間期） （平成 12 年 3 月期）

取 得 価 額 ４４５百万円 ４３０百万円
減 価 償 却 累 計 額 ２２７百万円 ２２２百万円

期 末 残 高 ２１８百万円 ２０８百万円
　　　　　　※上記金額のうち、主なものは「機械装置及び運搬具」であります。

　　　　②未経過リース料期末残高相当額
（平成 12 年 9 月中間期） （平成 12 年 3 月期）

１ 年 以 内 ８６百万円 ８４百万円
１ 年 超 １４２百万円 １３３百万円

合 計 ２２８百万円 ２１７百万円

　　　　③受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額
（平成 12 年 9 月中間期） （平成 12 年 3 月期）

受 取 リ ー ス 料 ５４百万円 １０６百万円
減 価 償 却 費 ４８百万円 ９４百万円
受 取 利 息 相 当 額 ５百万円 １１百万円

　　　　④利息相当額の算定方法
　　　　　リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物件の購入価額を控除した額を利息
　　　　　相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

　　オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当ありません。
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セ　グ　メ　ン　ト　情　報セ　グ　メ　ン　ト　情　報セ　グ　メ　ン　ト　情　報セ　グ　メ　ン　ト　情　報
　　　　

１．事業の種類別セグメント情報
　　当中間連結会計期間（自平成１２年４月１日　至平成１２年９月３０日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 国内物流

 事　　業

 国際物流

 事　　業

　旅　客

ｻｰﾋﾞｽ事業

その他事業 　　計  消去又は

 全　　社

　連　結

 Ⅰ 営業収入及び営業損益

　　営 業 収 入

　　(1)外部顧客に対する営業収入

　　(2)セグメント間の内部営業収入

　　　　又は振替高

   83,432

　　　 －

　 30,980

　　　 －

　 16,423

　  　139

    8,104

    3,061

　 138,939

  　 3,200

　　　 －

　(3,200)

　138,939

　　　 －

計 　 83,432 　 30,980 　 16,562 　 11,165 　 142,139 　(3,200) 　138,939

　　営 業 費 用 　 78,492 　 30,276 　 14,728 　 10,968 　 134,464 　  (663) 　133,801

　　営 業 利 益 　　4,940 　　  704 　  1,834 　  　197 　　 7,675 　(2,537) 　　5,138

　　前連結会計期間（自平成１１年４月１日　至平成１２年３月３１日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 国内物流

 事　　業

 国際物流

 事　　業

　旅　客

ｻｰﾋﾞｽ事業

その他事業 　　計  消去又は

 全　　社

　連　結

 Ⅰ 営業収入及び営業損益

　　営 業 収 入

　　(1)外部顧客に対する営業収入

　　(2)セグメント間の内部営業収入

　　　　又は振替高

　163,091

　　　 －

　 55,915

　　　 －

　 32,162

　  　294

   14,944

  　5,802

　 266,112

  　 6,096

　　　 －

　(6,096)

　266,112

　　　 －

計 　163,091 　 55,915 　 32,456 　 20,746 　 272,208 　(6,096) 　266,112

　　営 業 費 用 　153,643 　 54,697 　 29,310 　 20,274 　 257,924 　(1,217) 　256,707

　　営 業 利 益 　　9,448 　　1,218 　　3,146 　  　472 　　14,284 　(4,879) 　　9,405



13

（注）１．事業区分は、営業収入集計区分によっております。

　　　２．各事業区分の主な事業内容は下記のとおりであります。

　事　　業　　区　　分 　　　　　　　　　事　　　　　業　　　　　内　　　　　容

 国　内　物　流　事　業

一般貨物自動車運送事業(特別積合せ貨物運送を含む)、自動車運送取扱事業、

重量貨物・美術品等特殊貨物の運搬・据付作業、工場・事務所等の大型移転作業、

顧客の工場構内における包装設計から包装作業、製品保管及び工場発送までの

一貫作業、倉庫管理業

 国　際　物　流　事　業 海上運送事業、海外現地物流業務、国際複合一貫輸送、航空運送代理店業

利用航空運送事業、通関、港湾運送、船積等の輸出入業務

 旅 客 サ ー ビ ス 事 業東京モノレール羽田線による旅客輸送業及び付帯業務、

国内及び海外旅行の企画及び手配業務、旅行代理店としての切符の予約・発券業務

そ の 他 事 業

コンピュータによる情報システムの開発・設計業務、情報処理の受託・入力データの

作成業務、自動車の販売修理業、自動車教習事業、不動産賃貸業、建設業、

物的流通に関するコンサルティング業務

　　　３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間

　　　　　2,496 百万円、前連結会計期間 4,870 百万円であります。その主なものは、親会社本社の総務部

　　　　　等管理部門に係る費用であります。

２．所在地別セグメント情報

　　　全セグメントの営業収入の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいず

　　れも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　　

３．海　外　売　上　高

　　　海外売上高が、連結営業収入の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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有有有有    価価価価    証証証証    券券券券    関関関関    係係係係

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                                          （単位：百万円）

平 成 １ ２ 年 ９ 月 中 間 期
（平成１２年９月３０日現在）

種　　　　　　類 中間連結貸借対照表計上額 時　　　　　価 評　価　損　益

国　　　　債
社　　　　債
そ　 の 　他

　　　　　　　　　７
　　　　　　　２９９
　　　　　　　　　―

　　　　　　　　　７
　　　　　　　２９９
　　　　　　　　　―

　　　　　　　　　０
　　　　　　　　　０
　　　　　　　　　―

合　　　　　　計 　　　　　　　３０６ 　　　　　　　３０６ 　　　　　　　　　０

２．その他有価証券で時価のあるもの　　　                                        （単位：百万円）

平 成 １ ２ 年 ９ 月 中 間 期
（平成１２年９月３０日現在）

種　　　　　　類 取　得　原　価 中間連結貸借対照表計上額 差　　　　　額

株　　　　式
債　　　　券
そ　 の　 他

　　　　　　　　７０６
　　　　　　　　　　―
　　　　　　　　　　―

　　　　　　 １,５０４
　　　　　　　　　　―
　　　　　　　　　　―

　　　　　　　　７９８
　　　　　　　　　　―
　　　　　　　　　　―

合　　　　　　計 　　　　　　　　７０６ 　　　　　　 １,５０４ 　　　　　　　　７９８

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額
（１）満期保有目的の債券

社 債 ６２８百万円

（２）その他有価証券
非 上 場 株 式 ２,０５５百万円
証券投資信託 １５,９３３百万円



平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 10月 31日

上 場 会 社 名 株式会社日立物流 上場取引所 東

コード番号       9086 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 社長室 広報担当部長 東京都

　　　　　氏　　    名　　　　　　　　　　　　　　重田　　二郎 TEL (03) 5634 - 0307

中間決算取締役会開催日　　平成 12年 10月 31日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　    平成 12年 12月  8日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）

(1)経営成績 (記載金額は百万円未満切り捨て表示)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 101,975 5.5 2,051 6.7 2,671 73.2
11年 9月中間期 96,695 △ 5.4 1,923 26.9 1,542 △ 8.1
12年 3月期 196,510 3,944 2,893

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 1,085 57.6 9.70
11年 9月中間期 688 △ 0.3 6.15
12年 3月期 2,002 17.91
(注)①期中平均株式数    12年9月中間期 111,776,714 株   11年9月中間期 111,776,714 株   12年3月期 111,776,714 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 5.00 －

11年 9月中間期 4.50 －

12年 3月期 － 11.00

(3)財政状態

株主資本比率１株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 163,198 93,060 57.0 832.55

11年 9月中間期 152,091 82,772 54.4 740.51

12年 3月期 162,485 92,348 56.8 826.18

(注)期末発行済株式数    12年9月中間期 111,776,714 株   11年9月中間期 111,776,714 株   12年3月期 111,776,714 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　

期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

通　　期 205,000 4,800 2,500 5.00 10.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   22 円 36 銭 

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

 ( 当 期 ） 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

売   上   高 経　常　利　益

15
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比比比比    較較較較    貸貸貸貸    借借借借    対対対対    照照照照    表表表表
                                                                                　　　（単位：百万円）

　　　　　　　期　別

　科　目

 平成12年9月中間期末

 （平成12年9月30日現在）

　平成 12 年 3月期末

  （平成12年3月31日現在）  

 平成11年9月中間期末

  （平成11年9月30日現在）

   【資 産 の 部】
 流　動　資　産 　　　 ８６,７８９ 　　　 ８７,４２８ 　　　　 △６３８ 　　　 ８４,２３２
　 現 金 及 び 預 金
　 受　 取 　手 　形
　 営 業 未 収 入 金
　 有　 価　 証　 券
　 た な 卸 資 産
　 短 期 貸 付 金
　 そ　　  の　　 他
　 貸 倒 引 当 金

 固　定　資　産

　　　 １２,８１２
　　　　 ５,９００
　　　 ４１,０５９
　　　 １６,５５９
　　　　　　　８０
　　　　 ７,９９５
　　　　 ２,６３２
　　　　　△２５０

　　　 ７６,４０８

　　　 １５,８１５
　　　　 ５,６２２
　　　 ３９,３３１
　　　 ２４,４２２
　　　　　　　８４
　　　　　　　　－
　　　　 ２,３８４
　　　　　△２３２

　　　 ７５,０５６

　　　△３,００２
　　　　　 ２７７
　　　　１,７２８
　　　△７,８６２
　　　　　　 △４
　　　　７,９９５
　　　　　 ２４８
　　　　　 △１８

　　　　１,３５２

　　　 １３,６５６
　　　　 ５,７５３
　　　 ３６,８１５
　　　 ２７,６０８
　　　　　　　９７
　　　　　　　　－
　　　　　　５５６
　　　　　△２５５

　　　 ６７,８５８

  有 形 固 定 資 産 　　　 ４５,４９６ 　　　 ４６,０８４ 　　　   △５８８ 　　　 ４６,３７０
　 建　　　　　　 物
　 車 両 運 搬 具
　 土　　　　　　 地
　 そ　　  の　　 他

  無 形 固 定 資 産

　　　 ２２,３０１
　　　　　　８３４
　　　 １８,４１３
　　　　 ３,９４６

　　　　　　４３４

　　　 ２２,７０７
　　　　　　９２０
　　　 １８,４４７
　　　　 ４,００９

　　　　　　２６２

 △４０５
 △８５
 △３３

           △６３

　　　　　 １７２

　　　 ２３,４６３
　　　　 １,０５３
　　　 １７,５２２
　　　　 ４,３３１

　　　　　　２６６

  投資その他の資産 　　　 ３０,４７７ 　　　 ２８,７０９ 　　　　１,７６８ 　　　 ２１,２２２
　 差 入 保 証 金
　 そ　　  の　　 他
　 貸 倒 引 当 金

　　　　 ６,１４３
　　　 ２４,３８５
　　　　　　△５１

　　　　 ６,１６２
　　　 ２２,５７１
　　　　　　△２５

　　　　　 △１９
　　　　１,８１３
　　　　　 △２６

　　　　 ６,６９５
　　　 １４,５５４
　　　　　　△２７

　資   産   合   計 　　 １６３,１９８ 　　 １６２,４８５ 　　　　　 ７１３ 　　 １５２,０９１

   【負 債 の 部】
 流　動　負　債 　　　 ２３,２４０ 　　　 ２３,４７８ 　　　   △２３７ 　　　 ２２,２７３
　 営 業 未 払 金
　 未 払 法 人 税 等
　 未 払 消 費 税 等
　 未　 払　 費　 用
　 そ　　 の　　　他

 固　定　負　債

　　　 １２,５２９
　　　　　　６４１
　　　　　　４３１
　　　　 ４,６１２
　　　　 ５,０２５

　　　 ４６,８９７

　　　 １２,５４６
　　　　　　９５４
　　　　　　４１７
　　　　 ４,７６０
　　　　 ４,７９９

　　　 ４６,６５８

　         △１６
　　　　 △３１３
　　　　　　 １４
         △１４７
　　　　　 ２２５

　　　　　 ２３９

　　　 １０,８３７
　　　　 １,４６６
　　　　　　４５７
　　　　 ４,９３９
　　　　 ４,５７２

　　　 ４７,０４５
　 社　　　　　　 債
　 転　 換　 社　 債
　 退 職 金 引 当 金
　 退職給付引当金
　 役員退職慰労引当金
　 そ　　  の　　 他

　　　 １０,０００
　　　　 ８,３０５
　　　　　　　　－
　　　 ２５,６２６
　　　　　　８９４
　　　　 ２,０７２

　　　 １０,０００
　　　　 ８,３０５
　　　 ２６,３１０
　　　　　　　　－
　　　　　　　　－
　　　　 ２,０４３

　　　　　　　 －
　　　　　　　 －
　　△２６,３１０
　　　２５,６２６
　　　　　 ８９４
　　　　　　 ２８

　　　 １０,０００
　　　　 ８,３０５
　　　 ２６,６９０
　　　　　　　　－
　　　　　　　　－
　　　　 ２,０５０

　負　 債　 合　 計 　　　 ７０,１３８ 　　　 ７０,１３７ 　　　　　　　 １ 　　　 ６９,３１９

   【資 本 の 部】
 資　　本　　金 　　　 １６,８０２ 　　　 １６,８０２ 　　　　　　　 － 　　　 １６,８０２

 資 本 準 備 金

 利 益 準 備 金

 その他の剰余金

　　　 １３,４２４

　　　　 ４,２００

　　　 ５８,１６８

　　　 １３,４２４

　　　　 ２,０２８

　　　 ６０,０９１

　　　　　　　 －

　　　　２,１７２

　　　△１,９２３

　　　 １３,４２４

　　　　 １,９７８

　　　 ５０,５６６
　 任 意 積 立 金
　 中間(当 期)未処分利益
　 (うち中間(当期)純利益)

 その他有価証券評価差額金

　　　 ５３,７４６
　　　　 ４,４２２
　　　 （１,０８５)

　　　　　　４６３

　　　 ４７,６３２
　　　 １２,４５９
　　　 （２,００２)

　　　　　　　　－

　　　　６,１１３
　　　△８,０３７
　　　 （△９１６)

　　　　　 ４６３

　　　 ４７,８３４
　　　　 ２,７３２
　　　　　 (６８８)

　　　　　　　　－

　資　 本　 合　 計 　　　 ９３,０６０ 　　　 ９２,３４８ 　　　　　 ７１１ 　　　 ８２,７７２

　負債及び資本合計 　　 １６３,１９８ 　　 １６２,４８５ 　　　　　 ７１３ 　　 １５２,０９１

 比 較 増 減

平成 12 年 3月期末
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比比比比    較較較較    損損損損    益益益益    計計計計    算算算算    書書書書
                                                                    　　        　　  （単位：百万円）

　　　　　　　     期　別

 科　目

  平成12年9月中間期

  自 平成 12 年 4月  1 日

  至 平成 12 年 9月 30 日

  平成11年9月中間期

  自 平成 11 年 4月  1 日

  至 平成 11 年 9月 30 日

　平成 12 年 3月期

  自 平成 11 年 4月  1 日

  至 平成 12 年 3月 31 日

　営　　業　　収　　入
　営　　業　　原　　価
　　営 業 総 利 益
　販売費及び一般管理費
　　営　 業　 利　 益

　営 業 外 収 益

　（受　 取　 利　 息)

　（受  取  配  当 金）

　（そ　　 の　　　他）

　営 業 外 費 用

　 (支払利息及び割引料)

　（社　 債　 利　 息）

　（過去勤務費用掛金）
　（そ　　 の　　　他）
　　経　 常　 利　 益

　特　  別　  利　  益
　 (固 定 資 産 売 却 益)
　特　  別　  損　  失
　 (固 定 資 産 処 分 損)
　 (退職給付会計基準
　　　　　　　変更時差異）

　 (事業構造改革特別損失)
　 (そ　　 の　　   他)
税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
　中  間（当期）純 利 益
　前 期 繰 越 利 益
　中 　間 　配 　当 　額
　中 間 配 当 に 伴 う
　利 益 準 備 金 積 立 額

　過年度税効果調整額
　税効果会計適用に伴う固定
　資産圧縮積立金取崩額

　中間（当期）未処分利益

　　　１０１,９７５
　　　　９７,１５９
　　　　　４,８１５
　　　　　２,７６３
　　　　　２,０５１

　　　　　　 ８２６
　　　　  (　 ２７６)

　　　　  (　 ３３４)

　　　　  (　 ２１５)

　　　　　　 ２０７

　　　　  (　　 １２)

　　　　  (　 １６９)

　　　　  (　　　 －)
　　　　  (　　 ２５)
　　　　　２,６７１

　　　　　３,３１６
　　　　  (３,３１６)
　　　　　４,１７１
　　　　  (　　 ９９)

　　　　  (３,２１７)

　　　　  (　 ４３８)
　　　　  (　 ４１６)
　　　　　１,８１６
　　　　　　 ２７０
　　　　　　 ４６１
　　　　　１,０８５

　　　　　３,３３７
　　　　　　　　 －

　　　　　　　　 －

　　　　　　　　 －

　　　　　　　　 －
　　　　　　　　
　　　　　４,４２２

　　　　９６,６９５
　　　　９２,０８８
　　　　　４,６０７
　　　　　２,６８４
　　　　　１,９２３

　　　　　　 ９３２
　　　　  (　 ３０５) 　

　　　　  (　 ４５０)

　　　　  (　 １７７)

　　　　　１,３１３

　　　　  (　　　 ４)

　　　　  (　 １６９)

　　　　  (１,０６６)
　　　　  (　　 ７２)
　　　　　１,５４２

　　　　　　　　 ７
　　　　  (　　　 ７)
　　　　　　　 ８７
　　　　  (　　 ８７)

　　　　  (　　　 －)

　　　　  (　　　 －)
　　　　  (　　　 －)
　　　　　１,４６２
　　　　　　 ７７４
　　　　　　　　 －
　　　　　　 ６８８

　　　　　２,０４３
　　　　　　　　 －

　　　　　　　　 －

　　　　　　　　 －

　　　　　　　　 －
　　　　　　　　
　　　　　２,７３２

　　　　％
　　 １０５

　　 １０６

　　 １０５

　　 １０３

　　 １０７

　　　 ８９

    (  ９１)

    (  ７４)

    (１２２)

　　　 １６

    (２５２)

    (１００)

    (    －)

    (  ３５)

　　 １７３

　　　　 －

    (    －)

　　　　 －

    (１１４)

    (    －)

    (    －)

    (    －)
　　 １２４

　　　 ３５

　　　　 －

　　 １５８

　　 １６３

　　　 　－

　　　　 －

　　　　 －

　　　　 －
　　　　　

　　 １６２

　　 １９６,５１０
　　 １８７,１６８
　　　　 ９,３４１
　　　　 ５,３９７
　　　　 ３,９４４

　　　　 １,５２２
　　　　 (　 ５９２)

　　　　 (　 ６３５)

　　　　 (　 ２９４)

　　　　 ２,５７４

　　　　 (　　　 ９)

　　　　 (　 ３３９)

　　　　 (２,１２３)
　　　　 (　 １０１)
　　　　 ２,８９３

　　　　　　７０８
　　　　 (　 ７０８)
　　　　　　１９７
　　　　 (　 １９７)

　　　　 (　　　 －)

　　　　 (　　　 －)
　　　　 (　　　 －)
　　　　 ３,４０３
　　　　 １,３２０
　　　　　　　８１
　　　　 ２,００２

　　　　 ２,０４３
　　　　　　５０２

　　　　　　　５０

　　　　 ８,７６５

　　　　　　２０１
　　　　　　
　　　 １２,４５９

中間期比

平成11年9月

( ) ( ) ( )
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＜中間財務諸表作成の基本となる事項＞

　　１．資産の評価基準及び評価方法
　　　①有価証券
　　　　　満期保有目的債券……………償却原価法
　　　　　子会社及び関連会社株式……移動平均法に基づく原価法
　　　　　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの……………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
　　　　　　時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法

　②たな卸資産
　　　　　　　　…………………………移動平均法に基づく低価法
　　　③デリバティブ……………………時価法

　　２．固定資産の減価償却の方法
　　　①有形固定資産
　　　　不動産賃貸事業用資産…………定額法
　　　　建物（建物附属設備を除く）…定額法
　　　　　　平成 10 年 4月 1日前に取得した建物（建物附属設備を除く）の減価償却の方法について
　　　　　　従来は定率法を採用しておりましたが、当期から定額法に変更しております。
　　　　　　これに伴い、従来の方法によった場合に比べ、減価償却費は 286 百万円減少し、営業利益、
　　　　　　経常利益及び税引前当期利益はそれぞれ 286 百万円増加しております。
　　　　その他の有形固定資産…………定率法
　　　②無形固定資産……………………定額法
　　　　
   ３．引当金の計上基準
　　　①退職給付引当金
　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
　　　　　基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
　　　　　なお、会計基準変更時差異（3,217 百万円）については、当中間会計期間に一括費用処理して
　　　　　おります。
　　　②役員退職慰労引当金
　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき中間期末要支給額を計上しております。
　　　　　なお、平成 12 年 3月期については退職金引当金に含めて表示しております。
　　　　　　　　平成 12 年 3月期の役員分引当額　868 百万円
　　　③貸倒引当金
　　　　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
　　　　　性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　４．リース取引の処理方法
　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
　　　　　いては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

　　５．消費税等の会計処理
　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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＜追加情報＞

　　１．退職給付会計
　　　　　当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
　　　　　(企業会計審議会  平成 10 年 6月 16 日)）を適用しております。
　　　
　　２．金融商品会計
　　　　　当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」
　　　　　(企業会計審議会  平成 11 年 1月 22 日)）を適用し、有価証券の評価の方法について変更しており
　　　　　ます。また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他
　　　　　有価証券に含まれている債券のうち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、
　　　　　それら以外は投資有価証券として表示しております。

　　３．外貨建取引等会計基準
　　　　　当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関
　　　　　する意見書」（企業会計審議会  平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。

＜注記事項＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 12 年 9月中間期末）　　（平成 12 年 3月期末）
　　１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　４９,２３２百万円　　　　４９,００４百万円
　　２．保　証　債　務　　　　　　　　　　　　　　　 ３９７百万円　　　　　　 ５３３百万円
　　３．会計期間末日に決済が行われたもの
　　　　として処理した期末日満期手形　　　　受取手形 ４１９百万円　　　　　　　　　　　 －
　　４．自　己　株　式　　　　　　　　　　　　　　　　　 １百万円　　　　　　　　 １百万円  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１,９８８株）　　　　　（３,０１７株）


